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島根県過疎地域持続的発展方針について 

１．６月議会以降の主な修正点 

① 基本的事項 

・ ＳＤＧｓの理念について記載 

② 人材の育成、移住・定住、地域間交流の促進 

・ 人材の育成が特に重要であることから、項目の見直し、記載の順番を変更 

・ 「教育魅力化」や「しまね留学」といった島根らしい教育について記載 

・ 人材の確保の観点から、「多様な就業の支援」について追記 

・ 移住・定住施策の一つとしてニーズの高い、「空き家の整備」について記載 

・ 特定地域づくり人材や地域おこし協力隊等の活用について追記 

③ 産業の振興 

・ 「後継者不足」、「スマート農業・林業」について記載 

④ 地域における情報化 

・ 「自治体ＤＸ」について記載 

⑤ 交通施設の整備、交通手段の確保 

・ 「除雪」について記載 

⑥ 生活環境の整備 

・ 「防災」について、新たに項目を設定し、避難場所、道路の防災対策、治水対

策、土砂災害対策等について記載 

⑦ 結婚・子育て環境の確保、高齢者等の保健、福祉の向上及び増進 

・ 「保育所のハード整備」について明確に記載 

⑧ 医療の確保 

・ 「特定看護師」や幅広い診療に対応するための人材育成について記載 

⑨ 教育の振興 

・ 移住する児童・生徒の住まいの確保について記載 

⑩ 集落の維持、活性化 

・ 生活機能の確保のための民間事業者の参画について記載 

⑪ 地域文化・スポーツの振興等 

・ 修正なし 

⑫ 再生可能エネルギーの導入促進 

・ 再生可能エネルギーの導入促進は、「脱炭素社会の実現」に向けた施策である

ことを追記 

２．パブリックコメントの実施状況について 

・ 令和３年７月１日から３１日にかけてパブリックコメントを実施 

⇒主な意見と県の考え方は別添資料のとおり 

令 和 ３ 年 ８ 月 ２ ６ 日 

総 務 委 員 会 資 料 

地域振興部中山間地域・離島振興課
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No 項目
意見された
市町村等

意見の要旨 対応・考え方 該当頁

1 1．基本的事項 議員

　今ある良いものをより磨いていく
という視点が弱いのではないか。Ｓ
ＤＧｓの理念からも記載するべきで
はないか。

　ＳＤＧｓの理念に鑑みた施策の検討を前提とするため、基本方針において、以下のとおり追
記をしました。

（２）過疎地域持続的発展の基本的な方向
　本県における今後の過疎地域の持続的な発展のためには、「島根創生計画」及びこれに基づ
き中山間地域の課題解決に向けた関連施策を具体的に推進するため策定した、新たな「島根県
中山間地域活性化計画（R2～R6）」の下で、引き続き真に必要な社会基盤を整備するととも
に、安全・安心な地域生活確保や防災・治安対策、地域資源を活かした産業振興・雇用対策、
農地・森林の管理・利用対策、都市との交流対策を柱とし、将来にわたり過疎地域を持続可能
なものとするためにＳＤＧｓの理念と目標を共有しながら、多様な主体との連携・協働、ソフ
ト対策などを重視した総合的な対策を進めていく必要がある。

9

2

1．基本的事項

2．人材の育成、移
住・定住、地域間交
流の促進

議員
ＳＤＧｓについてもう一度掘り下
げ、きちんと政策に落とし込めるよ
うな書きぶりが必要ではないか。

　前述のとおり、ＳＤＧｓの理念に鑑みた施策の検討を前提とするため、基本方針において追
記しました。
　また、人材の育成について、過疎対策として特に重要とされていることから、項目を上位に
移動し、「過疎地域活性化への貢献や将来の移住につなげる。」ことを記載しました。

①人材の育成の方針
　学校と地域が協働し、島根の子どもたち一人ひとりに、地域に愛着と誇りを持ち、自らの人
生と地域や社会の未来を切り拓くために必要となる「生きる力」を育む。
　また、地域で活躍する人を育成するため、県民が、スポーツ・文化芸術活動や、ＮＰＯ、ボ
ランティアなどの社会貢献活動に参加しやすい環境づくりを通して、地域で活躍する人づくり
を推進する。
　併せて、地域を担う人づくりのため、人づくりの拠点となる公民館や県内の高等教育機関等
と連携し、県内に残り、地域づくりに主体的に参画する人づくりを推進する。

こうした取組を通じ、持続可能な地域社会の実現を図るため、将来の島根を支える人づくり
を進めていく。

10

3
2．人材の育成、移
住・定住、地域間交
流の促進

安来市
　「教育魅力化」という言葉を入れ
てほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。

（２）人材の育成・確保
①学校と地域の協働による人づくり
保育所・幼稚園から、県内大学等まで、目標やビジョンを共有し、家庭、住民だけでなく、地
元企業等とも連携・協働し、「教育魅力化」や「しまね留学」といった島根らしい魅力ある教
育を行うことで、将来の島根を支える人づくりを進めていく必要がある。

10

「島根県過疎地域持続的発展方針」（案）に対するご意見と県の考え方
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No 項目
意見された
市町村等

意見の要旨 対応・考え方 該当頁

4
2．人材の育成、移
住・定住、地域間交
流の促進

津和野町
　高齢者の社会参加というより就業
支援という形も模索してほしい。

　高齢者の就労支援については、それぞれの経験や能力を生かせるよう、きめ細やかな支援や
就業機会の提供などにより県内就職を促進しており、島根創生計画においても記載を行ってい
ます。
　また、就業支援について、以下のとおり追記しました。

④多様な就業の支援
　高校生や県内外に進学した学生に、県内企業等の情報やそこで働く人に触れる機会などをふ
るさと島根定住財団等と連携して提供し、島根で働く魅力を伝え、県内就職を促進する。
　また、女性、高齢者、障がい者などがそれぞれの個性や多様性を尊重され経験や能力を活か
せるよう、きめ細かな支援や就業機会の提供などにより、県内就業を促進する。

12

5
2．人材の育成、移
住・定住、地域間交
流の促進

議員

　若い女性の方が1度出てしまうと中
山間地域に帰って来ないというのが
顕著、という視点は必要。女性の視
点から、この地域にどうやったら若
い人がとどまってくれるのか、特に
女性が働いて地域貢献していきたい
か、そういった視点を入れてほし
い。

　ご意見を踏まえ、女性の定着について、Ｕターン・Ｉターンの項目に記載しました。

（３）移住・定住の促進
　こうした流れの中、Ｕターン・Iターン希望者に対する情報発信や農山漁村での生活体験、職
業や住居等のあっせんなどの定住施策を推進し、若い世代や女性の定着を促し、特定地域づく
り人材や地域おこし協力隊、集落支援員等も活用しながら地域の担い手の確保を図る。

12

6
2．人材の育成、移
住・定住、地域間交
流の促進

議員

 集落の維持のためには、外部の力が
必要と考えられるため、地域おこし
協力隊や集落支援員を外部から入れ
いて担い手として地域づくりや維持
に活用する視点を入れてほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり追記しました。

（３）移住・定住の促進
　こうした流れの中、Ｕターン・Iターン希望者に対する情報発信や農山漁村での生活体験、職
業や住居等のあっせんなどの定住施策を推進し、若い世代や女性の定着を促し、特定地域づく
り人材や地域おこし協力隊、集落支援員等も活用しながら地域の担い手の確保を図る。

12

7
2．人材の育成、移
住・定住、地域間交
流の促進

奥出雲町
海士町
西ノ島町
知夫村

　住まいの確保。特に空き家は安価
できれいな物件が少なく、町の支援
ニーズは高いことから、「空き家整
備」について記載してはどうか。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり追記しました。

（３）移住・定住の促進
　過疎地域で人口減少、少子高齢化の進行により地域の担い手が不足し、集落の活力が失われ
つつある一方で、都市住民の中で田舎暮らしやふるさと回帰志向が高まりを見せている。
こうした流れの中、Ｕターン・Iターン希望者に対する情報発信や農山漁村での生活体験、職業
や住居等のあっせんなどの定住施策を推進し、若い世代や女性の定着を促し、地域の担い手の
確保を図る。
　また、移住・定住者の多様なニーズに応じた住宅供給を図るため、空き家の改修や空き家バ
ンクの登録を促進する。

12
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No 項目
意見された
市町村等

意見の要旨 対応・考え方 該当頁

8

2．人材の育成、移
住・定住、地域間交
流の促進

9．教育の振興

隠岐の島町

　「しまね留学の推進」についての
追記等の検討してほしい。
　関連して、寄宿舎の整備等につい
て記載をしてほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。
（４）関係人口の拡大
　島根県は、人口減少・少子高齢化により、地域づくりの担い手不足という課題に直面してい
るが、地域によっては若者を中心に、都市部にいながらその地域と関わり、課題解決に貢献す
る「関係人口」が集まり始めており、こうした人々が地域づくりの担い手となることが期待さ
れている。また、「しまね留学」や「山村留学」など、他の地域から児童・生徒を受け入れる
市町村の事例もある。

（２）学校教育の振興等
　冬期の積雪等により通学が困難となる児童生徒のため、必要に応じて寄宿舎の整備を行うと
ともに、県内の他の地域やしまね留学などの県外から移住する児童・生徒の住まいの確保につ
いても配慮するものとする。

13

39

9 3．産業の振興 出雲市

　農林水産業の振興について、「後
継者不足」が顕著であるため、それ
に向けた取組について記載してはど
うか。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。

（１）産業振興の方針
　過疎地域の活性化を図っていく上で産業の振興を推し進めることは、所得水準の向上、魅力
ある雇用の場の確保による若者定住促進等の観点から最も重要な課題である。また、人材不足
や後継者不足のため、これらの確保や育成は、産業振興の観点から急務である。

15

10 3．産業の振興 安来市
　「スマート農業」、「スマート林
業」という言葉を入れてほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。

①農業
　地域を支える担い手を確保するため、新規就農者の確保や中核的な担い手の育成に向けたサ
ポートを充実させる。また、集落営農の組織化、法人化や他の組織との広域的な連携、水田園
芸の取組による経営の多角化やスマート農業技術の導入による農作業の省力化等を図ることに
よって、収益力の高い経営への転換を促進する。

②林業
　原木生産と再造林のコスト低減については、利用期を迎えた人工林資源が充実したエリアに
重点化した林業専用道等の路網整備や伐採の各工程における高性能林業機械の導入やスマート
林業の推進により、原木生産の低コスト化を推進するとともに、伐採から植栽までを連続して
行う一貫作業の定着、一貫作業の普及を容易にするコンテナ苗の利用拡大等により、再造林の
低コスト化を推進する。

17

5



No 項目
意見された
市町村等

意見の要旨 対応・考え方 該当頁

11
4．地域における情報
化

安来市
　情報化について一歩踏み込んで、
「自治体ＤＸ」という言葉を入れて
も良いのではないか。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。

（１）地域における情報化の方針
　情報化の推進については、過疎地域においても都市部と同様に光ファイバーなどによる超高
速情報通信環境の整備を促進するとともに、自治体ＤＸ推進計画に沿った行政のデジタル化の
推進による住民サービスの向上のほか、ＩＣＴを活用し、医療や福祉・生活、教育分野等にお
けるサービスの向上を推進する。

22

12
4．地域における情報
化

出雲市
　「高速通信網の整備・充実につい
て通信業者に対して協力を働きかけ
る」という文言を加えてほしい。

　当該ご意見につきましては、過疎方針中、「５Ｇなど新たな移動通信システムの高度化の動
向を踏まえながら、当該地域においてもこれらのサービスが受けられるように努めてい
く。」、「携帯電話の通じない不感地域を解消するため、県や市町村、携帯電話事業者が連携
し、移動通信用鉄塔施設等の整備を促進する」等と記載しており、ご意見を包含しているもの
と整理しています。

22

13
5．交通施設の整備、
交通手段の確保

議員

　高齢化が進んでいるので地域交
通、交通空白区域での対応方につい
てもうすこし踏み込んで、タクシー
利用という表現はないが、そういう
ことが求められているのではない
か。

　当該ご意見につきましては、過疎方針中、「交通空白地域・不便地域における生活交通手段
の確保にあたっては、地域の実情に応じて、市町村や地域住民が最適な交通手段への変換を図
ることが出来るよう、」と記載をしているところ、タクシー利用などの個別の事象について
は、各市町村計画において地域の実情に応じて記載をいただくべきことから、方針では記載し
ないこととしました。

24

14
5．交通施設の整備、
交通手段の確保

安来市
　交通の確保は重要であり、冬季の
交通の確保の面から「除雪対策」を
入れてほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。

　また、今後急速に進む道路施設の老朽化に対応するため、メンテナンスサイクルを確立する
とともに、予防保全の観点から補修および補強を計画的に行うほか、冬期交通の安全を確保す
るために除雪等を行うなど、地域の道路網の安全性と信頼性の確保に努める。

25
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No 項目
意見された
市町村等

意見の要旨 対応・考え方 該当頁

15 6．生活環境の整備
奥出雲町
津和野町

　東日本大震災や西日本豪雨等の経
験から、防災の重要性が強く認識さ
れている。方針には記載がないが、
地震や台風等の水害をはじめとし
た、大規模な自然災害に対応する必
要がある。
　また、新型コロナウイルスの大流
行といった新たな事案に対する危機
管理が重要となっている。こうした
点を考慮するべきではないか。
　自主防災組織の連携と並んで、各
過疎地域の避難箇所の充実を挙げて
ほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり修正しました。

（１）生活環境の整備の方針
　過疎地域における住民生活は都市型へと変化しつつあるが、都市に比較して水道、汚水処理
施設などの生活環境の整備が遅れているため、水道の整備、下水道や浄化槽など汚水処理施設
の整備、廃棄物処理施設の整備等を効率的・効果的に進め、快適で文化的な生活環境を確保す
ることが必要である。
　また、頻発化・大規模化する自然災害から、住み慣れた地域での暮らしを守るための土砂災
害対策、治山・治水対策、道路防災対策、海岸保全対策等の対策実施や安心して避難できる場
所の確保、新興感染症等の危機に対して迅速・適確に対処できるよう危機管理体制を充実・強
化することも必要である。

そして、過疎地域に残る四季の彩りが織りなす美しい農山漁村等の自然・景観を守り、育
て、活用することにより、そこに住みたくなるような心の豊かさが実感できる生活環境の整備
を図り、地域の魅力を高めていく。

27

16 6．生活環境の整備 出雲市
　防災・減災対策は別項目として追
加してはどうか。

　ご意見を踏まえ、新たな項目を追加しました。

（４）防災・減災対策の推進
　本県は、豪雨や豪雪・冬期波浪・高潮による災害を受けやすく、これまで多くの尊い生命や
貴重な財産が失われてきた。災害危険箇所の整備状況は未だ低い水準にあることから、対策を
推進する必要がある。
　道路の防災対策は、平時における交通の安全確保はもとより、災害発生時における救助、救
急、消防活動等を円滑に行えるよう、落石等の通行危険箇所の解消、橋梁の耐震化等の対策を
進める。
　治水対策としては、近年に被害を受けた箇所を中心に河川改修を進めるとともに、水害リス
クの見える化等のソフト対策に取り組む。
　また、土砂災害対策として、土石流・地すべり・がけ崩れに対する防災施設の整備を進める
とともに、土砂災害警戒区域等の指定や危険度情報の提供等ソフト対策にも取り組む。

29

17 6．生活環境の整備 大田市

　消防関係機関の連携について、消
防機関のほかにも、福祉職や市町村
との連携について明記することは価
値があるのではないか。

　要配慮者の避難支援の充実・向上には、幅広い職や機関の協力が必要であるが、消防に関係
する項目であることから、市町村・消防関係機関・地域住民間の連携として記載しています。
充実・向上に努めるとの文言の中に様々な調整も含まれていることから、当該ご意見を踏まえ
た修正はしないこととしました。

29
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No 項目
意見された
市町村等

意見の要旨 対応・考え方 該当頁

18

７．結婚・子育て環
境の確保、高齢者等
の保健、福祉の向上
及び増進

江津市

　「９．教育の振興」の「（２）学
校教育の振興等」では、老朽化施設
の改修や防災対策に触れられている
が、保育所の建設や改修等のハード
事業に触れられていない。市の過疎
計画に入れる予定のため記載してほ
しい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり修正しました。

（２）結婚・子育て環境確保のための対策
　子育て支援については、「島根県子ども・子育て支援事業支援計画」に基づき、幼児期の教
育や保育、地域の子育て支援について、計画的に量の拡充、質の向上を図るとともに、国の基
準を満たさない中山間地域・離島の小規模な保育や放課後児童クラブ等の運営、市町村が地域
の実情に合わせて行うハード・ソフト両面における取組を支援する。

33

19

７．結婚・子育て環
境の確保、高齢者等
の保健、福祉の向上
及び増進

雲南市
　障がい者の自立支援のため、「農
福連携」を進める視点について記載
してほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。

・障がい者の就労支援の充実
障害者就業・生活支援センター等を中心に、地域の支援機関と企業等の連携を強化し、障がい
者の適性に応じた企業等への就労支援、農業や他産業との連携により就労訓練等を充実させる
とともに、福祉施設での工賃水準の向上を図る。

35

20 8．医療の確保 雲南市
　特定行為のできる「特定看護師」
を育成する必要があり、方針に記載
をしてほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。

（３）看護職員等の医療従事者の確保
看護職員の確保・定着に向け、県立高等看護学院の設置運営や民間養成所への支援による「県
内進学促進」、看護学生に対する修学資金貸与などによる「県内就業促進」、病院内保育所へ
の支援やナースセンターによる「離職防止・再就業支援」、看護職員のキャリアアップ支援や
特定行為ができる看護師育成などの「資質向上」を柱に積極的に取組を進める。

（４）医療機関間の役割分担と医療連携体制の構築
人口減少や高齢化による医療需要の質・量の変化に伴い、効率的で質の高い医療提供体制を整
備するため、平成28年度に「島根県保健医療計画」の一部として「島根県地域医療構想」を策
定し、医療機関間の役割分担、連携、在宅医療の推進を図っている。これらを支える医師・看
護師等の医療従事者の確保、患者を幅広く診察する総合診療医や特定行為が出来る看護師の育
成などの取組を進めるとともに、地域の実情に応じた医療連携体制の構築を推進する。

37

21
10．集落の維持、活
性化

松江市

　地域の生活機能を維持させるため
の「小さな拠点整備」に対する民間
事業者の参画について、記載するべ
きではないか。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり記載しました。

（３）地域の経済的自立の促進
また、過疎地域での事業展開を目指す民間企業と、商店や移動手段がないなどの課題を抱え

る地域が、双方の課題を解決する仕組みづくりを連携して行うことにより、過疎地域における
生活環境の改善と持続可能なビジネスモデルの構築を図る。

41
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No 項目
意見された
市町村等

意見の要旨 対応・考え方 該当頁

22
12．再生可能エネル
ギーの導入促進

津和野町
邑南町

　起業の促進について、島根県なら
ではの起業モデルとして「環境」を
テーマにした「脱炭素社会」の実現
に向けた新しいビジネスモデルの構
築について提言していただきたい。
　「ゼロカーボン」を島根県が宣言
したが、邑南町、松江市、出雲市、
美郷町の４市町が宣言した。すでに
本町は達成している。県民向けア
ピールなど強化し、県もユニークな
方策を打ち出してほしい。

　「再生可能エネルギーの導入促進」は、現在国が進めている「２０５０カーボンニュートラ
ル」等の目標を達成するための一施策でもあり、脱炭素社会の実現に向けた施策が新しいビジ
ネスモデルの創出につながる可能性があると考えています。
　そのため、以下のとおり追記しました。

（１）再生可能エネルギーの導入促進の方針
国においては、「２０５０年カーボンニュートラル」、「２０３０年度温室効果ガス４６％

削減（２０１３年度比）、さらに５０％の高みに向けた挑戦」の実現に向け、成長が期待され
る産業（１４分野）等において高い目標を設定し、あらゆる政策を総動員していくこととされ
ている。
　その中でも再生可能エネルギーは、地球温暖化の防止、エネルギーの供給源の多様化、エネ
ルギー自給率の向上、地域資源の利活用による新産業の創出及び雇用の拡大に伴う地域の活性
化、非常時のエネルギー確保による地域防災力の強化など広範に効用をもたらす可能性があ
る。
過疎地域において豊富に存在する木質バイオマス資源や水力、風力などを活用した再生可能エ
ネルギーの導入を促進していく。

44

23 その他ご意見等 津和野町
　近年、島根県が進めている「コン
ソーシアム構想」を明記すべきでは
ないか。

　固有名詞としては出てこないものの、現在の記載内容で読み取ることが可能であることか
ら、修正は行わないこととしました。

24 その他ご意見等 隠岐の島町
　「輸送コスト低廉化」の取組につ
いての記載してほしい。

　過疎対策として過疎方針に記載する事項というよりも、離島振興法に係る事項であることか
ら、過疎方針は記載をしないことと整理しました。

25 その他ご意見等 出雲市
　「コロナ禍を契機とした回帰の動
き」について触れてはどうか。

　新型コロナウイルス感染症の流行に伴い地方回帰の志向が高まっているという具体的なエビ
デンスは現時点存在しないことから、過疎方針では「コロナ禍を契機とした回帰の動き」につ
いては記載をしないこととしました。

26 その他ご意見等 議員
各市町村の取組について、島根県が
情報収集し、共有するべきではない
か。

　過疎方針に記載する事柄ではなく、取組として記載することが適当と考えられることから、
過疎方針では記載しないこととしました。

27 その他ご意見等 議員
寄宿舎、高校の寮、空き家の活用に
ついて記載するべきではないか。

　それぞれ記載をしました。 12・39
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島根県過疎地域持続的発展方針（素案）へのご意見に対する県の考え方 

 ○意 見 募 集 期 間： 令和３年７月１日（木）～７月３１日（土） 

 ○ご意見の提出者数： ４名 

※ 応募のあった４件のうち２件については、本件に直接関係しないご意見であったため、お答えすることを差し控えさせていただきました。 

NO. 項 目 ご意見の要旨 県の対応・考え方 

1 ３.産業の振興  今後、中山間地域の農地を守ってい

くためには、中山間地域の工務店に対

し国や県、町村が補助金を出し農地を

集約し、若い労働力を年間雇用により

確保しながら守っていくしかない。 

 県では、農地の保全管理を目的とし、集落の共同作業により草刈り等

を行う場合に保全対象となる農地の面積に応じて交付金を交付する中山

間地域等直接支払制度及び多面的機能支払制度を推進しており、本交付

金を活用し、工務店に農業用水路等の修繕を依頼している集落もありま

す。 

 また、営農の組織化や近隣の担い手によるカバー、定年帰農者等の地

域の多様な担い手確保に向けて引き続き支援事業を実施してまいりま

す。 

2 ３.産業の振興 恵曇漁港の漁業のあり方について、

昔は延縄漁が主流だったが、だんだん

旋網漁となってきた。旋網は乱獲につ

ながることから、持続可能な漁業の検

討をしなければならないのではない

か。 

県では、持続可能な漁業、特に釣り、採貝藻などの沿岸自営漁業の発

展を目指し、新規就業者の確保・育成や所得向上の取組を進めています。

また、意見をいただいた旋網漁（まき網）などの企業的漁業は多数の

雇用を生み出しており、漁業集落の維持の観点からも適切な資源管理の

もとに行っていく必要があると考えます。 

 県としては、水産資源の持続的な利用に向け、漁獲量を制限する資源

管理を基本としつつ、収益性の向上と両立できるよう、取り組んでまい

ります。 
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